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公式⾒解の 5 万 4700 人から推定 12 万人まで、いまだに⼀定していないのだ。東⽇本大震災の際に起き
た東京電力福島第⼀原子力発電所の炉心溶融事故で、被ばくを逃れようと全国へ避難した人たちの実態


























所や福島県内の NPO とともに設立された中間支援組織「ふくしま連携復興センター」のもと全国に 26
ある生活再建支援拠点のうち約半数と任意の支援団体の協力を得て 2020 年夏、新型コロナウイルスの
感染第二波が始まっていたなかではあるが、全国調査に踏み切った。




きたと考えている（表 1、図 1 参照）。
とりわけ深刻なのは、不条理な人為的線引きで区域外避難となってしまった、いわゆる「自主避難」
と呼ばれる人たちだ（図 2 参照）。強制避難区域が男性約 6 割、女性約 4 割なのに対し、こちらは 7 割
強が女性で、うち 8 割を占める 30～50 歳代は、原発災害が起きた 10 年前は 20～40 歳代だ（図 3 参照）。
調査時点で母子のみの世帯が震災前の 4 倍にのぼっており、逆に夫婦そろった世帯が 25％減っている
ことと照らし合わせると、母親のみの⼀人親世帯が急増したことになる。




県外避難者受入自治体実態調査 2012 年 1月 全都道府県・全市区町村
広域避難者支援団体調査 2012 年 1月 原発避難者支援団体
福島４町新しいまちづくりについてのアンケート 2014 年 11月 福島県内の避難者
関西避難者アンケート 2015年 9月～11月 関西在住の原発避難者
関西避難者復興曲線調査 2017 年秋 関西在住の原発避難者
東日本大震災県外避難者受け入れ事例調査 2017 年 9月 全都道府県












































































中央値 432 万円（厚生労働省 2019 年度国民生活基礎
調査）に満たない世帯は約 5 割、平均所得 552 万
3000 円（同）を下回る世帯は約 6 割にのぼった。と
りわけ 300 万円未満の世帯が 2 割近くも増えていた
（図 4、図 5、表 2 参照）。







































































































































2	 制度提案 1：災害保護「避難者ベーシック・インカム」の創設	 	
制度提案 2：「原発避難者援護会」の設立
実は、自然災害では「災害保護制度」という支援の仕組みがある。2000（平成 12）年の三宅島噴火




















































































































































































































































































































































































































ない。明治 22（1889）年 8 月の大水害で奈良県十津川村の被災者約 2500 人は、遠く北海道に避難し、
新十津川町を創っている。関東大震災では、東北から東京に働きに来ていて被災した人たちが、無料切
符を支給されるなど東北各県の支援を得て故郷へ⼀時帰郷している。江戸時代には伊豆諸島に属する
青ヶ島村で、1780（安永 9）年に始まった噴火活動が 1785（天明 5）年になって激しさを増したため、
住まい 医療・福祉
































全島民が八丈島に避難した。島は無人島になったが 1824（文政 7）年、39 年ぶりに旧島民全員が帰還
して島の復興を達成した。かつての⽇本は長期広域避難問題に全国的視点で対応してきたのだ。
何度も繰り返すが、原発災害に限らず災害による避難では、都道府県境という人為的な線引きは何の
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